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１ 年次報告の作成にあたって／２ 委員会意見（総括） 

－1－ 

 

 

 

 

 

 

足立区では、「足立区男女共同参画推進条例」第４条に基づき、平成３０年６月に「第７次足立区男女共同

参画行動計画（２０１８年（平成３０年度）から２０２１年）」を策定し、男女共同参画に関する施策を推進

しています。当区では、行動計画に掲げた事業進捗を明らかにし、その実効性を確認するために、実施状況

調査を毎年度実施しています。 

本年次報告書は、平成２９年度の実施状況と平成３０年度における重点分野に対する、足立区男女共同参

画推進委員会の意見を付して公表するものです（「足立区男女共同参画推進条例」第１１条）。 

 区民の皆様をはじめ、関係機関、団体の方々のご理解とご協力のもと、引き続き行動計画を推進してまい

ります。                                     

平成３１年２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

平成２９年度の行動計画実施状況について （資料参照） 

平成３０年６月に「第７次足立区男女共同参画行動計画（２０１８年（平成３０年度）から２０２１年）」

を策定しました。今後の事業の進捗状況を把握するための参考となるよう、本行動計画に基づく平成２９年

度の各所管の事業実績を調査しました。本調査より新たに事業の実施結果に対する評価基準を設け、進捗の

目安としました。評価が低かった「労働関連セミナー」「保育施設の整備」「ひとり親家庭就労支援事業」等

の個別事業については、行動計画にそって事業のさらなる推進を期待します。 

 

平成３０年度の重点分野について 

平成３０年度・第 8 期における当委員会では、「第７次男女共同参画行動計画（２０１８年（平成３０年

度）から２０２１年）」に基づく施策の実施状況について、以下の２課題を重点テーマとして議論を深めまし

た。 

「取組みの方向性Ⅱ-５ 多様な視点を防災・減災・復興に生かせる社会風土の醸成」  

 防災分野では、マニュアルや計画の策定だけにとどまらず、町会・自治会を中心とした既存の枠組みに

とらわれない、さらなる体制の整備及び民間企業や団体、関係機関との連携強化が必要です。また、避難訓

練や避難所運営等における女性の活躍が大きく求められており、女性リーダーの育成にも力を入れていただ

きたいと考えます。 

「取組みの方向性Ⅳ-１ 子どもたちを健やかに育む地域・社会の醸成【未来へつなぐあだちプロジェクトの推進】 

 次に、子どもの貧困対策分野では、「未来へつなぐあだちプロジェクト」の施行から３年目に入り、社会的

な要因もあるものの、就学援助率の低下や学力の向上など、一定の成果が出ていることがうかがえます。今

後は更に、子どもの自己肯定感の醸成及び貧困の連鎖を断ち切るためのキャリア教育・支援等にも注力して

いただきたいと考えます。 

                                 足立区男女共同参画推進委員一同 

 １ 年次報告書の作成にあたって   

 

 ２ 足立区男女共同参画推進委員会意見（総括）   

 



 

 

３ 男女共同参画推進委員会の役割 
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「第７次足立区男女共同参画行動計画」では、４つの基本目標を定め、これらの目標を達成するために、

１４の取組みの方向性、４２の施策及びこれに関係する個別事業掲げました（Ｐ３・４「体系図）参照）。

施策及び個別事業ごとに設定した目標値を目指し、足立区の男女共同参画を総合的に推進してまいります。 

足立区男女共同参画推進委員会では、行動計画の実施状況調査を毎年度実施し、各事業の進捗状況を確認

し、検討を行っています。その結果を委員会意見として報告し、事業に活かすために各所管課へフィードバ

ックすることで、足立区の男女共同参画推進におけるＰＤＣＡサイクルの一翼を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度委員会開催経過 
 

会  議 日  時 主な内容 

第１回 
平成３０年７月１２日（木） 

午後２時から４時まで 

・平成２９年度委員会意見に対する所管課の回答確認 

・平成２９年度実施状況の確認 

・平成30年度重点分野の抽出および意見交換 

第２回 
平成３０年８月 ９日（木） 

午後２時から４時まで 

・重点分野に関する議論 

・ヒアリングの内容等についての確認 

第３回 
平成３０年 ９月 ７日（金） 

午後２時から４時まで 

・担当所管課ヒアリング（災害対策課・子どもの貧困対策担当課） 

・重点分野に関する議論 

第４回 
平成３０年１０月１８日（木） 

午後２時から４時まで 
・重点分野に関する議論 

第５回 
平成３０年１１月１２日（月） 

午後２時から４時まで 

・重点分野に関する議論 

・平成３０年度委員会意見の調整・決定 

 

年次報告書 
各所管課へフィードバック 

委員会意見 

に対する 

所管課の回答 

Ａ 各所管課による実施 
事業の改善・実施 

Ｐ 計画 

足立区基本計画 

男女共同参画行動計画 

各所管の計画・ 

アクションプラン等 

委員会意見 

Ｄ 事業実施 
前年度の委員会意見に対する所管課の回答の確認 

前年度の実施状況調査・確認 

今年度の重点分野の決定 

担当所管課へのヒアリング実施・意見交換 

今年度の重点分野に関する議論・意見出し 

今年度の委員会意見の調整・決定 

Ｃ 男女共同参画推進委員会による提言・意見 

 ３ 男女共同参画推進員会の役割 
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3 ＤＶ被害者の自立に向けた支援

Ⅳ
1

子どもたちを健やかに育む地域・社会の醸成

【未来へつなぐあだちプロジェクトの推進】生活に困難さを抱える

家庭の子どもと保護者

への支援

  ～特にひとり親家庭

への支援～
2 貧困の連鎖の回避のためのひとり親家庭への日常生活支援

5 多様な視点を防災・減災・復興に生かせる社会風土の醸成

Ⅲ 1 暴力の未然防止と早期発見に向けた土壌づくり

【足立区配偶者暴力

対策基本計画】

ＤＶ等の暴力の根絶と

支援体制の充実

2 ＤＶ被害者への支援体制の充実

4 全世代における孤立の防止

Ⅱ

3 安心して育児や介護ができる社会の醸成

1 人権を尊重する社会の醸成

各人の個性や多様な

生き方を尊重し、

相互理解が進む社会

の醸成

2 生涯を通じた区民のこころとからだの健康づくり

3 地域・社会活動への区民参画と生きがいづくり

4 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標 取 組 み の 方 向 性

目
指
す
べ
き
姿

Ⅰ 1 「働くひと」と企業が共に輝くためのワーク・ライフ・バランスの推進

あらゆる分野における

女性の活躍推進

 ～ワーク・ライフ・

バランス推進～

2 女性活躍のための環境整備

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現
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⑰ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ＆ﾗｲﾂ（性と生殖に関する健康を守る権利）の啓発

⑱区民の地域活動への参画促進およびボランティア・ＮＰＯ等の人材育成

㉚ＤＶ被害者へのエンパワーメント（力づけ）

㉛住宅確保、職業訓練、就労等に関する計画的な支援

㉜安全・安心が確保された環境下での緩やかな仲間づくり

㉞子どもの貧困に関する理解促進

㉟支援の必要な子どもと保護者を相談窓口に繋げる支援

㊱関係機関相互の連携による子どもへの支援

㊲子どもを支援するＮＰＯ・ボランティアの育成

㊳子どもへの学習・芸術・スポーツ活動などの機会提供による自己肯定感の醸成

㊴相談体制の充実、利用促進（ひとり親）

㊵親子での体験機会創出

㊶緩やかな仲間づくりによる孤立化の防止

㊷ひとり親家庭への就労等の支援機関の活用と連携による自立促進

㉓防災女性リーダーの育成・登用への支援

㉔女性をはじめとする多様な経験や意見を生かした災害対策の推進

㉕区民向けＤＶ予防、早期発見等に関する啓発

㉖学齢期からの発達段階に応じたデートＤＶ予防等の啓発

㉗職員対象のＤＶ予防、早期発見等に関する啓発

㉘相談体制の充実、利用の促進（ＤＶ）

㉙関係機関相互の情報共有、連携体制の充実

㉝ＤＶ被害者の子どものケア

⑲区内各種団体の協働・協創

⑳区民の学習・自主活動・生きがいづくり等への支援

㉑相談体制の充実、利用の促進

㉒地域での声がけや見守りの促進

⑥企業・区民への労働関連法令の情報提供

⑬いじめ・虐待防止の啓発・取組み

⑭学齢期からの社会的弱者への理解促進

⑮性的マイノリティを含めた多様な価値観についての理解促進

⑯こころとからだの健康増進

⑦「働くひと」の育児・介護休暇取得促進

⑧子育てや介護に関する協創

⑨育児・介護施設及び施策等の充実

⑩父親の子育てネットワークづくり支援

⑪女性参画の啓発、関係機関への働きかけ

⑫区役所内における女性の活躍推進

施　　策

①企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進

②「働くひと」へのワーク・ライフ・バランスの推進

③女性のキャリア形成・再就職活動への支援

④若年層へのライフデザイン教育の充実

⑤企業、区民への多様な働き方の啓発
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（１） 取組みの方向性Ⅱ－５ 多様な視点を防災・減災・復興に生かせる社会風土の醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策２３ 防災女性リーダーの育成・登用への支援 

成果指標 

 

 

 

個別事業 

 

 

 

 

 

施策２４ 女性をはじめとする多様な経験や意見を生かした災害対策の推進 

成果指標 

 

 

 

 

1 避難所運営組織が町会・自治会に依存しすぎているように感じる。いざという時には、町会・自治会だ

けではなく、地域の人や企業、大学、保育所、ＮＰＯなどの民間団体、医療や福祉の関係機関が協働する

必要がある。災害時には、既存の避難所運営組織に依存せずに、多様な機関と連携が取れるような体制を

構築すること。 

 

２ 家庭でできる備えや避難所での過ごし方などについて、小さな子どものいる保護者向けの防災講座を開

催すること。また、女性の防災士資格取得促進に取組むとともに、例えば、防災士に代わる足立区独自の

資格や認定制度を設けるなど、地域における女性防災リーダーの育成につながる啓発活動に取組むこと。 

 

３ 女性や子ども、高齢者などの多様な視点を生かした避難所運営を行うこと。また、災害備蓄用品につい

ても多様な視点に配慮すること。 

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

区の助成により資格取得した女性防災士の人数 3人 8人

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

避難所運営に女性をはじめとする多様な視点が生かさ
れていると感じる避難所運営組織の割合

― 100.0%

No 展開

1 継続

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

防災士資格取得研修受講者数（女性の数）
16人

（2人）
25人

（4人）
25人

（8人）

事業名 事業の内容 所管課

防災士資格取得費用助成事業

地域防災リーダーとしての役割を担う防災士
の資格取得費用を助成することにより、防災
区民組織等の自主防災組織を活性化し、地域
防災力の向上を図ることを目的としていま
す。

災害対策課

 ５ 平成３０年度男女共同参画推進委員会 重点分野に関する意見 

 

 

 
委 員 会 提 言 

 委員会提言に関する施策及び個別事業 
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個別事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 展開

2 継続

No 展開

3 拡充

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

多様な視点を入れた地区防災計画策定団体数 19団体 29団体 64団体

事業名 事業の内容 所管課

多様な視点を入れた地区防災
計画

地域防災力向上のため、地域住民の自発的な
防災活動に関する計画である「地区防災計
画」について多様な視点を加えた策定を支援
しています。

防災計画担当課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

多様な視点を加えた避難所運営訓練実施回数 33回 44回 75回

事業名 事業の内容 所管課

避難所運営訓練（多様な視点
を加えた取組み）

大地震発生時、区立小・中学校等が指定され
ている第一次避難所は、地域の町会・自治会
で組織された避難所運営本部により運営しま
す。災害に備え、多様な視点を加えた避難所
の開設・運営訓練や防災意識の啓発等を行っ
ています。

災害対策課

No 展開

4 継続

No 展開

5 拡充

No 展開

6 新規

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

男女共同参画の視点に立った災害対策の啓発講座
参加団体数

－ 2団体 5団体

事業名 事業の内容 所管課

災害対策の啓発出前講座

町会・自治会等を対象に災害対策について、
女性や高齢者、マイノリティなど多様な視点
を持った取組についての啓発および情報提供
を行います。

区民参画推進課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

中学生消火隊の結成校数 27校 35校（全校） 35校（全校）

事業名 事業の内容 所管課

中学生消火隊

可搬消防ポンプによる消火訓練の体験や救出
救助訓練、応急救護訓練等を学ぶことによ
り、防火防災意識の向上と、興味を持った生
徒が男女にかかわらず、将来地域の防災リー
ダーとして活躍できる土壌を作ることを目的
としています。

災害対策課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

避難所運営会議本部長・庶務部長会議開催数 1回 1回 1回

事業名 事業の内容 所管課

避難所運営会議本部長・庶務
部長会議

避難所運営会議の本部長・庶務部長を対象と
した会議を年に1度実施しています。会議で
は、避難所マニュアルを配付し、女性の視点
を取り入れた避難所運営体制の整備、訓練の
実施等を呼びかけています。

災害対策課
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（２）取組みの方向性 Ⅳ－１子どもたちを健やかに育む地域・社会の醸成 

【未来へつなぐあだちプロジェクトの推進】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策３４ 子どもの貧困に関する理解促進

成果指標 

 

 

 

 

個別事業 

 

 

 

 

 

 

 

１ 子どもの貧困対策の効果に関するPRが足りていないように感じる。区民が区に誇りと愛着を持てるよ

うにするため、貧困自体ではなく、貧困対策のPRを強化すること。 

 

２ 子どもたちが学生のうちから将来のキャリアやライフプランを考えることは、貧困の連鎖を断ち切るこ

とにつながる。児童・生徒に対して、勉強のつまずきや不登校の支援をすることに加えて、将来の進路選

択の幅が広がるよう、キャリア教育についても、他の行政機関や関係団体、大学、ＰＴＡなど地域と連携

して行っていくこと。 

 

３ 赤ちゃん抱っこを始めとする様々な体験機会や性教育、家族関係を学ぶような教育を充実させ、子ども

の自己肯定感の醸成にも力を入れていただきたい。 

 

４ 特にひとり親の女性の自立を支援するため、パソコンの入門スキル等を段階別に短期間で身に着けられ

るような講座を開催すること。また、開催回数や時間帯に配慮するなど、受講機会を増やすよう努めるこ

と。 

 

５ 不登校対策として、学校だけではなく、スクールソーシャルワーカーが中心となり、学習支援などのボ

ランティアスタッフや地域の方との連携体制を強化すること。 

 

No 展開

1 継続

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

子どもの貧困対策啓発活動の実施回数
（2021年のみ参加人数）

36回 12回
12回

（180人）

事業名 事業の内容 所管課

子どもの貧困対策啓発事業
講演会・啓発活動を実施し、地域やＮＰＯ、
民間企業等に子どもの貧困対策への理解と協
力を求めていきます。

子どもの貧困対策
担当課

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

子どもたちの体験や居場所（子ども食堂など）に関する
活動に参加したいと思う区民の割合

― ―

※2018（H30）年度調査により、目標値を設置 

 
委 員 会 提 言 

 委員会提言に関する施策及び個別事業 
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施策３５ 支援の必要な子どもと保護者を相談窓口に繋げる支援

成果指標 

 

 

 

個別事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

子ども関連の相談に係る行政機関等へつないだ件数
（延べ）（再掲）

129件 300件

No 展開

2 拡充

No 展開

3 継続

No 展開

4 新規

No 展開

5 継続

事業名 事業の内容 所管課

生活困窮者自立支援事業（子
ども関連）

様々な課題を抱えた方からの相談を受け寄り
添い支援を行いながら、就労・家計・家族関
係・こころや健康等の複数・複雑な問題に、
ハローワーク・保健師・弁護士等の専門家と
連携して、総合的に対応しています。支援を
必要とする方の早期発見・支援につながるよ
う、区内の関係機関・団体・事業者と連携し
た気づきのネットワークを広げることで、相
談機能を充実させていきます。

くらしとしごとの
相談センター

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

子ども関連相談件数（延べ） 453件 460件 500件

事業名 事業の内容 所管課

こころといのちの相談支援事
業（SOSの出し方教育の実
施）

若年者向け自殺対策に資する教育として、区
内小中学校を対象に出張授業「自分を大切に
しよう」を実施しています。将来起きるかも
しれない様々な困難・ストレスへの対処方法
を身につけることを目指しています。

こころとからだの
健康づくり課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

特別授業実施学校数 22校 20校 20校

事業名 事業の内容 所管課

こころといのちの相談支援事
業（不登校児童・生徒向け相
談窓口一覧カードの配布）

不登校の児童・生徒が困ったときや悩んだと
きに相談ができる窓口を記載した相談窓口一
覧カードを作成し、教育部門と連携し配布し
ます。

こころとからだの
健康づくり課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

不登校児童・生徒向け相談カード作成数 － －
計画策定中のため
検討中

事業名 事業の内容 所管課

教育相談事業

不登校や発達障がい等、子育てや教育上のあ
らゆる相談に応じています。今後は適応指導
教室の増設やフリースペースの開設を検討し
ていきます。

教育相談課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

教育相談回数
22,582回

（暫定数字）
20,000回 20,000回
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施策３６ 関係機関相互の連携による子どもへの支援 

成果指標 

 

 

 

個別事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

児童虐待解決率 73.0% 80.0%

No 展開

6 継続

No 展開

7 継続

事業名 事業の内容 所管課

スクールカウンセラー派遣事
業

勉強の遅れや不登校など学校生活の子どもや
保護者の悩みに心理的側面から寄り添い、教
職員との連携により問題の未然防止や早期改
善を図っています。大規模校や課題のある学
校への配置やスクールカウンセラーの資質の
向上に努めていきます。

教育相談課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

スクール・カウンセラー相談回数 35,751回 36,400回 32,500回

事業名 事業の内容 所管課

スクール・ソーシャル・ワー
カー活用事業

不登校等の困難な課題について福祉的な視点
から関係機関と連携し、子どもの環境に働き
かけ、課題解決につなげていきます。今後、
学校への派遣方法の検証を行い、より効果的
な活動の実現に向け、検討していきます。

教育相談課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

スクール・ソーシャル・ワーカー学校訪問回数 1,785回 2,000回 2,200回

No 展開

8 継続

No 展開

9 拡充

事業名 事業の内容 所管課

要保護児童対策地域協議会

要保護児童・要支援児童について関係機関と
連携し、支援するために、各種会議を開催し
ています。引き続き、関係機関とのネット
ワークの体制強化を図っていきます。

こども家庭支援課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

要保護児童対策地域協議会各種会議の開催回数 222回 220回 220回

事業名 事業の内容 所管課

ひとり親家庭交流事業（サロ
ン豆の木）（Ⅳ-2の再掲）

ひとり親同士が、就業、生活、子育て等につ
いての悩み相談や情報交換を通して、仲間づ
くり、自己有用感の回復、子育て・生活に対
する前向きな姿勢を築くことを促進します。

親子支援課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

ひとり親家庭交流事業参加世帯数（延べ） 364世帯 440世帯 480世帯
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施策３７ 子どもを支援するNPO・ボランティアの育成 

成果指標

 

 

 

 

個別事業 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

子どもを応援するＮＰＯ・ボランティア団体数
※「子どもの居場所一覧」より

19団体 28団体

No 展開

10 継続

事業名 事業の内容 所管課

あだちっ子歯科健診事業

むし歯が増えやすい年少児（4歳）～年長児
（6歳）を対象に、（公社）東京都足立区歯
科医師会、各保育施設、認定こども園、幼稚
園等が連携、協調しながら、就学前の児童の
むし歯予防及び早期の治療に繋がる取り組み
を進めています。今後も歯科治療が必要な子
どもへの受診勧奨の強化するとともに、歯み
がき習慣づくりなどに取り組んでいきます。

子ども政策課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

4～6歳児の歯科検診受診者数 15,876人 15,000人 15,000人

No 展開

11 拡充

No 展開

12 継続

No 展開

13 拡充

事業名 事業の内容 所管課

公益活動げんき応援事業(助
成採択団体のうち子どもを応
援する事業を実施する団体
数）

子どもの学習支援や居場所づくり（食事の提
供含む）に取り組むＮＰＯ法人や任意団体等
が実施する事業に対し、事業費を助成しま
す。

区民参画推進課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

公益活動げんき応援事業で採択された、子どもを
応援する事業を実施する団体数

20団体 14団体 17団体

事業名 事業の内容 所管課

子どもの居場所づくり事業
（No.22の再掲）

区内学習センターのロビーなどを活用して、
小中学生が気軽にかつ安全に勉強や読書、お
しゃべりなどができる場「フリースペース」
を提供します。

地域文化課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

フリースペース開設日数
12施設

各346日間
13施設

各346日間
14施設

各346日間

事業名 事業の内容 所管課

居場所を兼ねた学習支援
（No.23の再掲）

保護者が仕事のため、夕方から夜にかけて子
どもだけで過ごしている、または、兄弟姉妹
が多く家に勉強するスペースがない等、家庭
での学習が困難な中学生を主な対象として家
庭に代わる学習と安心して過ごせる居場所を
提供します。将来的に自立した社会生活がで
きるよう、進学後の高校生にも支援を継続し
ていきます。

くらしとしごとの
相談センター

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

居場所を兼ねた学習支援事業利用者数 278人 310人 370人
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施策３８ 子どもへの学習・芸術・スポーツ活動などの機会提供による自己肯定感の醸成 

成果指標 

 

 

 

個別事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標名 2017(H29)年実績値 2021年目標値

足立区基礎学力定着に関する総合調査で「自分には良
いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

68.9% 68.9%

No 展開

14 継続

No 展開

15 拡充

No 展開

16 拡充

No 展開

17 拡充

事業名 事業の内容 所管課

はじめてえほん

3.4ケ月児健診時・1歳6ケ月健診時に絵本を
配布することで、各地域図書館に来てもらい
乳幼児期の読書の習慣化の定着と学習による
自己肯定感を得るきっかけとします。

中央図書館

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

絵本の配布冊数（配布率）

8,552冊
3.4ｹ月

（配布率99%）
1歳6ｹ月3,448冊
（引換え率63%）

3.4ｹ月
（配布率99%）

1歳6ｹ月
（配布率70%）

10,100冊
3.4ｹ月

（配布率100%）
1歳6ｹ月

（配布率100%）

事業名 事業の内容 所管課

児童館工作体験

児童館では、健全育成に資する豊かな遊びを
提供しています。毎月、工作体験の時間を設
け、科学遊び、学びや発見等のある取り組み
を行い、子どもたちの興味、関心の芽を育み
ます。

住区推進課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

児童館工作体験回数（参加人数）
1,518回

（44,380人）
1,560回

（45,200人）
1,560回

（45,200人）

事業名 事業の内容 所管課

児童館多世代交流事業

子どもが育つ力を育むために、多世代が集う
住区センターの特性を活かして、高齢者と小
学生が一緒に、昔遊び体験や季節の行事の参
加、乳幼児親子と中高生のふれあい事業等、
様々な世代間の交流を行っていきます。

住区推進課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

児童館多世代交流事業実施回数（参加人数）
98回

（5,983人）
104回

（6,500人）
104回

（6,500人）

事業名 事業の内容 所管課

放課後子ども教室

放課後に子どもたちが安心して活動できるよ
う、遊びや学びの場を提供すると共に、体験
活動の充実等による交流活動を通じ、多様な
価値観に触れることで子どもたちの自尊感情
を高め自立心を育みます。

教育政策課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

放課後子ども教室における学校・実行委員会との
話し合いの回数

161回 100回 100回
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No 展開

18 拡充

No 展開

19 拡充

No 展開

20 拡充

No 展開

21 継続

No 展開

22 継続

No 展開

23 拡充

事業名 事業の内容 所管課

小中学生対象のスポーツ事業

スポーツ施設及び学習施設指定管理者が、子
どもを対象としたスポーツ教室・スポーツイ
ベント等の事業を実施し、スポーツの機会を
提供します。

スポーツ振興課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

小中学生対象のスポーツ事業実施数（事業参加者
数）

256回
（26,874人）

270回
（27,000人）

300回
（2,800人）

事業名 事業の内容 所管課

中高生のふらっと♭スペース

保護者の就労等により、家庭でひとりで過ご
すことが多い中高生が、安心して自由に過ご
せる場を提供すると共に、中高生同士の交流
のきっかけの場となっています。

青少年課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

中高生の居場所ふらっと♭スペースの実施回数 239回 288回 452回

事業名 事業の内容 所管課

子どもと大人の文化芸術事業
文化芸術の裾野を広げ、子どもから大人まで
が質の高い文化芸術活動に触れる機会を提供
します。

地域文化課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

子どもと大人の文化芸術事業委託の参加人数 8,621人 6,000人 7,000人

事業名 事業の内容 所管課

大学連携による体験事業

「あだちの大学リレー企画」として、年に2
～3大学と実施。各大学の特色を活かした
ワークショップ等を企画し、子どもや保護者
がキャンパスを訪れ大学生とも交流すること
で、大学を身近に感じ将来の進路を考える
きっかけとしていきます。各大学の魅力が十
分に発揮される形で継続実施していくため、
引き続き各大学との密な調整を進めていき、
文教大学とは平成33年キャンパス開設前の実
施について協議していきます。

シティプロモー
ション課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

あだちの大学リレー企画回数 2回 3回 3回

事業名 事業の内容 所管課

子どもの居場所づくり事業

区内学習センターのロビーなどを活用して、
小中学生が気軽にかつ安全に勉強や読書、お
しゃべりなどができる場「フリースペース」
を提供します。

地域文化課

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

フリースペース開設日数
12館

各35日間
12館

各205日間
14館

各346日間

事業名 事業の内容 所管課

居場所を兼ねた学習支援

保護者が仕事のため、夕方から夜にかけて子
どもだけで過ごしている、または、兄弟姉妹
が多く家に勉強するスペースがない等、家庭
での学習が困難な中学生を主な対象として家
庭に代わる学習と安心して過ごせる居場所を
提供します。将来的に自立した社会生活がで
きるよう、進学後の高校生にも支援を継続し
ていきます。

くらしとしごとの
相談センター

活動指標名 2017(H29)年実績値 2018(H30)年目標値 2021年目標値

居場所を兼ねた学習支援事業利用者数 278人 310人 370人
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基本目標Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍推進～ワーク・ライフ・バランス推進～ 

 

 

ワーク・ライフ・バランス推進～ 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ 個人の個性や多様な生き方を尊重し、相互理解が進む社会の醸成 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅳ 生活に困難さを抱える家庭の子どもと保護者への支援 

                          ～特にひとり親家庭への支援～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■取組みの方向性Ⅰ－１ 「働くひと」と企業がともに輝くためのワーク・ライフ・バランスの推進 

・定時退庁日は啓発としての意味はあると思うが、それだけではなく、業務の見直しや効率化の面でも働き

方改革を行うよう進めていただきたい。 

 

■取組みの方向性Ⅰ－3 安心して育児や介護ができる社会の醸成 

・日本はまだ年次有給休業の取得率が低く、取りたくてもとれない状況にある。まずは、区役所で率先して

有給休暇を取得していただきたい。 

 

■取組みの方向性Ⅰ－４ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

・育児休業を取得して職場に戻ってくる際のサポートにも配慮いただきたい。 

・区の女性管理職比率の向上にも取組んでいただきたい。 

■取組みの方向性Ⅱ－１ 人権を尊重する社会の醸成 

・ＬＧＢＴの啓発について、職員への啓発はもちろん大切だが、区民向けの啓発も両輪でやっていかないと

いけない。 

 

■取組みの方向性Ⅱ－５ 多様な視点を防災・減災・復興に生かせる社会風土の醸成 

・災害対策は、官ですべて行おうとせずに、うまく民の力を借りる仕組みを行っていく必要がある。 

・防災士の資格取得が高額で数を増やすことが難しいということであれば、防災に関して最低限の知識を持

つ人を認定するような足立区独自の資格を創設してはどうか。防災に関する知識を持つ人が、地域に偏在

せずにいるということが大事だと思う。 

 

■取組みの方向性Ⅳ－１ 子どもたちを健やかにはぐくむ地域・社会の醸成 

             【未来へつなぐあだちプロジェクトの推進】 

・貧困対策について、本当に必要な人に支援が届いていない現状がある。どのようにとどけていくのかが課

題だ。 

・子どもの貧困対策の成果がだんだん出てきているようだが、その広報が足りないのではないか。 

・学力向上の支援と併せて、仕事に就くためのキャリア教育を同時に行っていかないといけない。 

 

■取組みの方向性Ⅳ－２ 貧困の連鎖の回避のためのひとり親家庭への日常生活支援 

・ひとり親を対象に、生活を安定させるためのキャリアアップ支援も必要かもしれない。 

・就職に結びつくよう、１週間ほどで簡単な知識を学べる短期のパソコン講座があるとよい。 

・支援の窓口にたどり着かない人をどう見つけ出し支援するかが課題だと思う。 
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基本目標Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍推進～ワーク・ライフ・バランス推進～ 

 

 

基本目標Ⅱ 個人の個性や多様な生き方を尊重し、相互理解が進む社会の醸成

■取組みの方向性Ⅰ－４ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

・男性職員が育児休業を取得したいと言ったときに、上司が後押しできているかどうかは重要。 

 

■取組みの方向性Ⅱ－５ 多様な視点を防災・減災・復興に生かせる社会風土の醸成 

・災害弱者の考え方として、高齢者と障がい者というのは先頭にくるが、乳児を育てている親は優先順位が

低い。せめて乳児を育てている方の優先順位を高くしていただきたい。 

・町会自治会と防災組織は別にした方がいい。町会・自治会は町会・自治会で仕事があるので、いざ避難所

となった時に開けない。ＰＴＡなども活動して、何か別の組織を作っておかなければいけない。 

・防災士の養成については、広く募集をかけると、特定の地域に偏る可能性があるので、防災士のいない空

白地域に優先的に取ってもらえるような支援をしていく必要がある。 

・老若男女、皆がある程度の知識があることが大切だ。知っている人と知らない人の差がある。町会・自治

会の構成員だけでなく、若い人との情報共有が必要だ。 

・文教区の例から、大学と連携して妊婦と乳児の親の避難所として、福祉系大学を避難所として開放して、

ベッドを貸したり、学生がサポートに回ったりするような大学との連携も必要だと思う 

・助産師会とも連携して、いざとなったら担当者が来てくれて、乳幼児のケアや赤ちゃんの健康管理をする

ような連携もあるとよい。 

・施設に入っている方は、もし災害が東京で起きたら、別の都外の提携先へ引っ越したほうが良いと思う。

施設がどこかと提携するということを積極的にしていかないといけない。 

・災害時の協力事業所のステッカーを配ったら良いのではないか。 

・大学と区で防災協定のようなものを結び、大学生がボランティアとして参加したり、避難訓練に参加した

りするような連携があってもよい。 

・あり程度マニュアル化された防災教材の配布や学校での防災教育など、小学生からの教育もあるとよい。 

・避難所で使えるファミリーテントなど、足立区でオリジナルの防災用品を作って安く販売してはどうか。 

・防災に関する知識や日ごろからできる対策なども伝える防災ママ講座を開催してはどうか。 

・訓練という名前ではなく、見学会や体験会として、非常時のトイレを見るなど簡易的なもので行うと、参

加のハードルが下がるかもしれない。地域の活動の中でリーダーだけに負担が行き過ぎないような仕組み

が必要だと思う。 

・訓練の様子をネットで動画配信したり、子育て世代向けにショッピングモールで開催したりして、若い世

代に関心を持っていただくような取組みをしていただきたい。 

 

 ７ 男女共同参画推進委員の各施策に対するその他の意見 
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基本目標Ⅳ 生活に困難さを抱える家庭の子どもと保護者への支援 

                          ～特にひとり親家庭への支援～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■取組みの方向性Ⅳ－１ 子どもたちを健やかにはぐくむ地域・社会の醸成 

             【未来へつなぐあだちプロジェクトの推進】 

・子どもの居場所をたくさん作って、官だけではなく民間とも協力しながら、第２の家庭のようなものを作

っていく取組みを進めていただいたい。 

・赤ちゃん抱っこ教室など自己肯定感の教育も組み合わせて考えていただきたい。 

・足立区は居場所を作ったり、第三者を入れたりさまざまな支援をしていて、よくやっていると思う。 

・外部の人間を学校の中でうまく活用していくという視点がないと先生の負担だけがひたすら増えていくこ

とになる。地域の人が何らかの形で小学校や中学校に入っていくような取組みもできるのではないか。 

・学校に適応できない子に対し、居場所づくりや不登校のための支援の場を拡充し、フォローするような仕

組みを作っていく必要がある。 

・貧困とは視野がせまく、進路選択肢が少ないことだと思う。大学体験などで視野を広げてあげるような機

会を与えてほしい。 

・親も大学を知らないので、親や地域の方向けのツアーで大学を知ってもらう取り組みもいい。 

・学校と地域、PTAとの連携を図ってほしい。 

・進路選択の幅を広げるように、大学と地域の交流があるとよい。大学側の努力も必要だが、行政の力をぜ

ひ発揮してもらいたい。 

・ハローワークでも中学校での職業・キャリアガイダンスをしているところもある。他の関係機関とも連携

をし、キャリア教育を進めてほしい。 

 

■取組みの方向性Ⅳ－２ 貧困の連鎖の回避のためのひとり親家庭への日常生活支援 

・特別養子縁組の制度などにより、望まれない子どもでも、子どもを望む家庭に行けば少なくともその子は

貧困の中では育たないので、そのような支援を手厚くしてほしい。 

・離婚の講座はよいと思う。参加人数は少ないが、継続して少し様子を見てよいと思う。 

・税金や扶養控除など、ライフプランの知識について、制度が近年変わっているところもあるので、分から

ないというケースは多い。そのような講座も必要ではないか。 

・女性のキャリアアップのための支援がもっとバリエーションがあるのではないか。 

・ＰＣの基礎を５日間など。選択肢が増えてくるといい。レベルに合わせてできるといい。 

・講座の受講生が実際に就業に結びついているのかは気になる。 

・５日間 PC 研修で、２日間で就労ガイダンスをしている自治体もある。講座に加えて、次のステップを

加えるのもいいのではないか。 

・すでにＰＣ研修を開催いているのであれば、機会を増やすように強化してほしい。 
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資料１ 第７次足立区男女共同参画行動計画 平成２９年度実施状況調査票 

資料２ 第８期足立区男女共同参画推進委員会名簿 
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資料２ 第８期足立区男女共同参画推進委員会名簿 

 

氏   名 現職・専門 期  間 備  考 

石阪 督規 埼玉大学基盤教育研究センター教授 平成２９・30年度 委員長 

中川 美知子 人権擁護委員 平成２９・30年度 副委員長 

本間 博子 弁護士 平成２９・30年度  

乾 雅榮 足立区女性団体連合会 平成２９・30年度  

遠藤 美代子 ＷＬＢ認定企業 平成２９・30年度  

中村 稲子 足立区町会・自治会連合会 平成２９・30年度  

鈴木 房世 足立区立小学校ＰＴＡ連合会 平成２９年度  

田口 真樹 足立区立小学校ＰＴＡ連合会 平成30年度  

西村 真海 足立区中立学校ＰＴＡ連合会 平成２９・30年度  

渦波 茂 足立区工業会連合会 平成２９・30年度  

清水 典子 東京都社会保険労務士会足立・荒川支部 平成２９・30年度  

長谷川 幸恵 マザーズハローワーク日暮里 平成２９・30年度  

猪野 純子 公 募 平成２９・30年度  

高祖 常子 公 募 平成２９・30年度  
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